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平成２８年度木津川市介護保険特別会計予算説明 

 

 

第１ 予算編成概要 

  この特別会計は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第３条第２項の規定に基づ

き、収入支出に係わる経費を明確にするため設置するものである。 

  介護保険特別会計の構成は、大まかに「総務費」、「保険給付費」、「地域支援事業費」

に区分され費用負担が定められている。 

  「保険給付費分」についての費用負担は、総額の２分の１を公費（税金を財源とする

国・地方公共団体の負担金）で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになる。 

  公費分の負担割合は、国が介護給付費負担分として２０％（施設給付は１５％）、調整

交付金として５％、都道府県が１２．５％（施設給付は１７．５％）、市町村が１２．５％

となっている。保険料の負担割合は、第１号被保険者が２２％、第２号被保険者が２８％

となっている。 

  また、「地域支援事業費分」の費用負担についても、介護予防事業については、総額の

２分の１を公費で賄い、残りの半分を保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合

は、国が２５％、都道府県が１２．５％、市町村が１２．５％となっている。保険料の

負担割合は、第１号被保険者が２２％、第２号被保険者が２８％となっている。包括的

支援事業・任意事業については、総額の７８％を公費で賄い、残りの２２％を第１号被

保険者の保険料財源で賄うことになり、公費分の負担割合は、国が３９％、都道府県が

１９．５％、市町村が１９．５％となっている。 

  総務管理費や介護認定審査会費等の「総務費」については、市の一般会計からの繰入

金となる。 

  平成２８年度木津川市介護保険特別会計は、第６期木津川市介護保険事業計画を基に

平成２７年度の実績を踏まえ、一般会計予算担当課とも協議の上、予算編成を行った。 
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第２ 一般状況 

 １ 被保険者の推移 

   平成２８年度の介護保険第１号被保険者を 17,197人と想定した。 

  （うち、特別徴収対象者を 15,821人、普通徴収対象者を 1,376人と想定） 

 

年  度 特別徴収対象者 構成比 普通徴収対象者 構成比  合  計 

平成２７年度 １５，１６７人 92.7% １，１９９人 7.3% １６，３６６人 

平成２８年度 １５，８２１人 92.0% １，３７６人 8.0% １７，１９７人 

  ※平成 27年度は平成 27年 6月現在。 

 

 

 ２ 要介護（要支援）認定者数の状況 

要介護度 
要支援

１ 

要支援

２ 

要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 
合 計 

平成２６年 

１２月末 
309 人  395人 408人 490 人 384人 346人 234 人 2,566人 

構成比 (%) 12.0 15.4 15.9 19.1 15.0 13.5 9.1 100.0 

平成２７年 

１２月末 
402 人 394人 420人 490 人 403人 332人 236人 2,677人 

構成比 (%) 15.0 14.7 15.7 18.3 15.1 12.4 8.8 100.0 

 

 

 

 

第３ 保険給付事業 

   平成２８年度の保険給付費については、「第６期木津川市介護保険事業計画」による

「第１号被保険者の保険料推計」に用いる保険給付費の推計額を基本に、平成２７年

度の実績等を踏まえて予算の編成を行った。 

平成２８年度の予算総額は次のとおりであるが、平成２７年度木津川市介護保険特

別会計に占める割合は、９５．７％とその大部分を占めている。 
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★ 年度別介護保険給付費額（各年度当初予算） 

 保険給付費予算総額 

（千円） 

対前年度比 

 (%) 

平成２７年度 ４，１７３，４３２    96.2 

平成２８年度 ４，３０２，５６８    103.0 

 

１ 介護サービス等諸費 

（1） 居宅介護サービス給付費については、１か月当り約１５７，３５０千円と推

計し、年間１，８８８，２０８千円とした。 

（2） 地域密着型介護サービス給付費については、１か月当り約３６，３６６千円

と推計し、年間４３６，３９４千円とした。 

（3） 施設介護サービス給付費については、１か月当り約１０６，７５０千円と推

計し、年間１，２８１，０００千円とした。 

（4） 居宅介護福祉用具購入費については、１か月当り約５４４千円と推計し、年

間６，５３７千円とした。 

（5） 居宅介護住宅改修費については、１か月当り約１，３８９千円と推計し、年

間１６，６７６千円とした。 

（6） 居宅介護サービス計画給付費については、１か月当り約１７，９００千円と

推計し、年間２１４，８０８千円とした。 

 

２ 介護予防サービス等諸費 

（1） 介護予防サービス給付費については、１か月当り約１６，４７２千円と推計

し、年間１９７，６７４千円とした。 

（2） 地域密着型介護予防サービス給付費については、１か月当り約４１６千円と

推計し、年間５，０００千円とした。 

（3） 介護予防福祉用具購入費については、１か月当り約１６９千円と推計し、年

間２，０３０千円とした。 

（4） 介護予防住宅改修費については、１か月当り約７５０千円と推計し、年間１

９，０００千円とした。 

（5） 介護予防サービス計画給付費については、１か月当り約２，４１９千円と推

計し、年間２９，０３２千円とした。 
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３ その他諸費 

   審査支払手数料については、１か月当り約３４３千円と推計し、年間４，１２５千 

円とした。 

 

 ４ 高額介護サービス等費 

   高額介護サービス等費については、１か月当り約５，８３３千円と推計し、年間 

７０，０００千円とした。 

 

 ５ 高額医療合算介護サービス等費 

   高額医療合算介護サービス等費については、１か月当り約１，２５２千円と推計し、

年間１５，０２４千円とした。 

 

 ６ 特定入所者介護サービス等費 

   特定入所者介護サービス等費については、１か月当り約１０，５８７千円と推計し、 

年間１２７，０５２千円とした。 

 

 

第４ 歳 入 

 １ 保険料 

   平成２８年度の介護保険料は、第１号被保険者の総数を１７，１９７人と想定した。 

第１号被保険者保険料においては、特別徴収保険料見込額を９９４，０００千円、

普通徴収保険料見込額を９５，０００千円、滞納繰越分を１，０００千円とし、保険

料の総額を１，０９０，０００千円とした。（内、保険給付費充当分１，０５５，６４

９千円、地域支援事業費充当分２５，８５３千円） 

 

 ２ 使用料及び手数料 

   介護保険料の滞納者に対する督促手数料として、５０千円を計上した。 

 

 ３ 国庫支出金 

(1) 国庫負担金 

  介護給付費の国庫負担分として、当該年度における保険給付費額４，３０２，５

６８千円に１００分の２０（施設給付は１００分の１５）を乗じた額７９０，１１

０千円を計上した。 

(2) 国庫補助金 

調整交付金として、当該年度における保険給付費額４，３０２，５６８千円に１

００分の０．８（想定交付割合）を乗じた額３４，４２０千円を計上した。 
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  地域支援事業費の介護予防事業国庫負担分として、当該年度における介護予防事

業費額４０，１１６千円から利用者負担分３，４２４千円を除き、１００分の２５

を乗じた額９，１７３千円を計上した。 

地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業国庫負担分として、当該年度におけ

る包括的支援・任意事業費額８０，８１８千円から利用者負担分１千円を除き、１

００分の３９を乗じた額３１，５１９千円を計上した。 

 

 ４ 支払基金交付金 

   介護給付費の社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者分）として、当該

年度における保険給付費額４，３０２，５６８千円に１００分の２８を乗じた額１，

２０４，７１９千円を計上した。 

   地域支援事業費の介護予防事業社会保険診療報酬支払基金負担分（第２号被保険者

分）として、当該年度における介護予防事業費額４０，１１６千円から利用者負担分

３，４２４千円を除き、１００分の２８を乗じた額１０，２７４千円を計上した。 

 

 ５ 府支出金 

(1) 府負担金 

  介護給付費の府負担金分として、当該年度における保険給付費額４，３０２，５

６８千円に１００分の１２．５（施設給付分は１００分の１７．５）を乗じた額６

０８，２２３千円を計上した。 

(2) 府補助金 

  地域支援事業費の介護予防事業府負担分として、当該年度における介護予防事業

費額４０，１１６千円から利用者負担分３，４２４千円を除き、１００分の１２．

５を乗じた額４，５８６千円を計上した。 

  地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業府負担分として、当該年度における

包括的支援・任意事業費額８０，８１８千円から利用者負担分１千円を除き、１０

０分の１９．５を乗じた額１５，７５９千円を計上した。 

 

 ６ 寄附金 

一般寄附金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 繰入金 

(1) 一般会計繰入金 

① 介護給付費繰入金 

   介護給付費の市負担分として、当該年度における保険給付費額４，３０２，５

６８千円に１００分の１２．５を乗じた額５３７，８２１千円を計上した。 
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② 地域支援事業繰入金 

   地域支援事業費の介護予防事業市負担分として、当該年度における介護予防事

業費額４０，１１６千円から利用者負担分３，４２４千円を除き、１００分の１

２．５を乗じた額４，５８６千円を計上した。 

   地域支援事業費の包括的支援事業・任意事業市負担分として、当該年度におけ

る包括的支援・任意事業費額８０，８１８千円から利用者負担分１千円を除き、

１００分の１９．５を乗じた額１５，７５９千円を計上した。 

③ 事務費繰入金 

  事務費繰入金についての内訳としては、総務管理費に２５，７７１千円、徴収

費に６２０千円、介護認定審査会費に１０，２６２千円、認定調査費に１７，１

５５千円、趣旨普及費に１，８３１千円、計画策定委員会費に４，２２８千円、

また、公債費の利子として１００千円の合計５９，８６７千円を計上した。 

④ 低所得者保険料軽減繰入金 

  低所得者保険料軽減の費用として、介護保険料第１段階の保険料基準額に対す

る割合を０．４５から０．４０に軽減するため７，３１４千円を計上した。 

(2) 基金繰入金 

 介護給付費準備基金繰入金として、６４，３１２千円を計上した。 

  

 ８ 繰越金 

   前年度繰越金として、１千円を計上した。 

 

 ９ 諸収入 

(1) 延滞金・加算金及び過料 

① 第１号被保険者延滞金 

  第１号被保険者の保険料延滞金として、１千円を計上した。 

② 第１号被保険者加算金 

  第１号被保険者の保険料加算金として、１千円を計上した。 

③ 過料 

  介護給付費の過料として、１千円を計上した。 

 

(2) 雑入 

  雑入として、二次予防事業の運動機能向上事業利用者負担金１，４２８千円、一

次予防事業の生きがい対応型デイサービス事業利用者負担金１，５３６千円及び運

動機能向上事業利用者負担金４６０千円、介護予防ケアマネジメント給付金１，８

８５千円、成年後見制度市長申立て本人負担金１千円を計上した。 
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第５ 歳 出 

 １ 総務費 

   総務管理費に、非常勤職員の報酬・賃金及び事務執行に要する通信運搬費等として

２７，７０６千円、徴収費に６２０千円、介護認定審査会費に２７，４１７千円、介

護保険制度の普及・啓発を図るための趣旨普及費に１，８３１千円を計上した。 

計画策定委員会費では、第７次介護保険事業計画策定に向けて、アンケートの実施

や業務委託に関わる費用を含め、４，２２８千円を計上した。 

 

 ２ 保険給付費 

   要介護者・要支援者に対する保険給付費は、支出の大部分（予算に占める割合は９

５．７％）を占める。 

   介護サービスでは訪問介護、訪問看護、介護予防サービスでは訪問介護、訪問リハ

ビリテーション、通所介護の利用、また地域密着型サービス利用の伸びや高齢者増加

による給付費の増を見込み、本年度は４，３０２，５６８千円を計上した 

 

 ３ 地域支援事業費 

   被保険者が要介護状態・要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態と

なった場合でも可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう

支援するための地域支援事業費として、１２０，９３４千円を計上した。 

   科目別の予算額は次のとおりである。 

(1) 介護予防事業費は、二次予防事業の対象者把握事業に２，６３３千円、運動器機

能向上事業等の通所型介護予防事業に１６，５５６千円、生きがい対応型デイサー

ビス事業等の介護予防普及啓発事業に２０，９１２千円を計上した。 

(2) 包括的支援事業・任意事業費は、介護予防ケアマネジメント事業に１１２千円、

権利擁護事業に２８１千円、包括的・継続的マネジメント支援事業では、地域包括支

援センターの委託料４５，２００千円（新規３７，８００千円、継続８，４００千円）

を含み５２，０７８千円、任意事業として家族介護支援事業（紙おむつ給付事業、新

規：家族介護慰労事業）に２１，４５９千円、成年後見制度利用支援事業に２，６８

８千円、地域自立生活支援事業（配食サービス事業）に４，２００千円を計上した。 

  在宅介護支援センターに委託していた総合相談事業は平成２７年度で終了とした。 

 

 ４ 基金積立金 

    介護給付費準備基金積立金に１千円を計上した。 

 

 ５ 公債費 

介護保険事業運営の中で、財源不足が生じた場合の一時借入金にかかる利子として
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１００千円を計上した。 

 

 ６ 諸支出金 

 (1) 第１号被保険者保険料の還付金として、３，５００千円を計上した。 

 (2) 第１号被保険者保険料の還付加算金として、１千円を計上した。 

 (3) 国・京都府・社会保険診療報酬支払基金に対する保険給付費負担金等の返還金が生

じた場合のために償還金として、１千円を計上した。 

 

 ７ 予備費 

 予備費については、５，０００千円を計上した。 
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